
№ 評価項目 評価内容 結果 配点 HP公開

合計点 20P ○

○ 1

× -5

○ 4

× -5

○ 4

× -5

○ 3

× 0

○ 4

× 0

◎ 4

○ 2

▲ 1

× 0

合計点 20P ○

○ 0

× -5

○ 0

× -5

○ 0

× -5

○ 0

× -5

○ 0

× -5

○ 0

× -5

○ 0

× -5

○ 0

× -5

○ 0

× -5

○ 10

▲ 5

× -5

◎ 10

○ 5

× 0

合計点 40P ○

○ 2

× -2

○ 5

× -5

12

7

10

8

5

3

× 0

○ 4

▲ 0

× -4

◎ 4

○ 2

▲ 0

× -4

○ 4

▲ 0

× -4

○ 4

▲ 0

× -4

○ 5

× -5

合計点 10P ○

◎ 10

○ 5

▲ 2

× 0

合計点 10P ○

○ 3

▲ 1

× 0

○ 3

▲ 0

× -5

○ 1

× 0

◎ 3

○ 2

▲ 1

× 0

－

－

※ 等級評価結果

マンションの管理状態を示す多段階評価（★）表記及び各獲得ポイントと併せて表示

　★★★★★：　９０～１００点　　　　（特に優れている）
　★★★★☆：　７０～  ８９点　　　　（優れている）
　★★★☆☆：　５０～  ６９点　　　　（良好）
　★★☆☆☆：　２０～  ４９点　　　　（改善が必要）
　★☆☆☆☆：　　 １～  １９点　　　　（管理に問題あるが、情報開示あり）
　☆☆☆☆☆：　　　　　    ０点以下　（管理不全の疑いあり）

○★獲得数
合計

ポイント

5-4 防災対策

災害への対策が講じられているか。（全８項目）

　◎：６項目以上
　○：３項目～５項目
　▲：１項目～２項目
　×：０項目

　□ 消防計画の作成及び周知、防火管理者の選任
　□ 災害時の避難場所の周知
　□ 災害対応マニュアル等の作成・配付
　□ ハザードマップ等防災・災害対策に関する情報の収集・周知
　□ 災害時に必要となる道具・備品等の備蓄
　□ 高齢者等が入居する住戸を記した防災用名簿のが作成されている
　□ 災害発生時における居住者の安否確認体制の整備
　□ 災害発生時における被害状況・復旧見通しに関する情報収集・提供体制の整備

4　耐震診断関係

管理費滞納額　【期間】

直前の事業年度の終了の日時点における、管理費の３ヶ月以上の滞納状況

　○：滞納率　0～10％以内
　▲：滞納率　10%超～20％以内
　×：滞納率　20％超

管理費滞納額　【戸数】

直前の事業年度の終了の日時点における、管理費の滞納発生状況

　○：滞納住戸数　０～３％以内
　▲：滞納住戸数　３%超～１０％以内
　×：滞納住戸数　１０％超

3-3 修繕積立金会計収支

修繕積立金の資金計画の設定

（均等積立方式の場合）
　□12ｐ：計画期間の推定工事費よりも積立金累計額の方が多い＋管理組合の年度収入額が長期修繕計画上の年度収入どおりに徴収
　□7ｐ　：計画期間の推定工事費よりも積立金累計額の方が多い＋管理組合の年度収入額が長期修繕計画上の年度収入以下
（段階増額方式の場合）
　□10p：計画期間の推定工事費よりも積立金累計額の方が多い＋管理組合の年度収入額が長期修繕計画上の年度収入どおりに徴収
　□5p　：計画期間の推定工事費よりも積立金累計額の方が多い＋管理組合の年度収入額が長期修繕計画上の年度収入以下
　□8ｐ　：計画期間の推定工事費よりも積立金累計額の方が多いが一時金の設定あり＋管理組合の年度収入額が長期修繕計画上の年度収入どおりに徴収
　□3ｐ　：計画期間の推定工事費よりも積立金累計額の方が多いが一時金の設定あり＋管理組合の年度収入額が長期修繕計画上の年度収入以下
　
　□0ｐ　：長期修繕計画書なし　（又は長期修繕計画書はあるが、総会承認されていない）

均等

－

－

－

－

－

－

－

１　管理体制

2　建物・設備

3　管理組合収支

2-3 直近５年間の共用部分の修繕等の履歴情報

5　生活関連

5-1 緊急対応

設備等の警報発報による緊急対応の体制

　○：有　（２４時間有人対応）　※住込管理員のみの対応は対象外
　○：有　（共用部分+ホームセキュリティ対応）
　▲：有　（共用部分+オンコール（緊急時の電話受付による）対応）
　×：無

5-2 消防訓練の実施状況

法令上の義務に基づく当該事業年度内の消防訓練の実施状況

　○：実施している（法令上対象外も含む）
　▲：対象外
　×：実施していない

－

－

－

－

参考資料　「マンション管理適正評価制度　等級評価項目一覧表」

4-1 耐震性（耐震診断の実施）

　◎：新耐震基準の建物である

耐震診断及び耐震改修の実施状況
（建築確認済証の交付年月日が昭和56年5月31日以前の建物）
　◎：実施済、耐震性に問題なし
　◎：実施済、耐震性に問題あるが改修済
　○：実施済、耐震性に問題あるが改修予定（総会決議）
　▲：実施済、耐震性に問題あるが改修予定無（総会未決議）
　×：未実施

5-3 名簿の整備状況 区分所有者及び居住者名簿を備えているか。

1-4 管理規約の有無 規約原本又は現に有効な規約があるか。

3-5 修繕積立金滞納額　【滞納率】

直前の事業年度の終了の日時点における、修繕積立金の３ヶ月以上の滞納状況

　○：滞納率　0～10％以内
　▲：滞納率　10%超～20％以内
　×：滞納率　20％超

3-6 修繕積立金の額 修繕積立金の額が著しく低額でないか。

直前の事業年度の終了の日時点における、管理費の滞納住戸における滞納期間及びその対応状況

　◎：０～６か月未満
　○：６か月以上で且つ理事会等において法的手続き等の対応方針が決定されている
　▲：６か月以上で且つ理事会等において法的手続き等の対応について検討中である
　×：６か月以上で且つ法的手続き等の対応について検討をしていない

管理費滞納額　【滞納率】

－

段階
－

－

管理費会計と修繕積立金会計の区分経理がされているか。

3-2 管理費会計収支 修繕積立金会計から他の会計（管理費会計等）への充当がされていないか。

3-4

直近５年間の共用部分の修繕等の竣工図書の保管があるか。

　◎：履歴情報があり、該当工事の竣工図書等も保管できている
　○：履歴情報はあるが、該当工事の竣工図書等は保管できていない
　×：履歴情報がない
　◎：修繕実績がない　（直近５年間において修繕積立金会計からの支出がない）

3-1 管理費と修繕積立金の区分経理

－

－

－

2-2 長期修繕計画の有無

長期修繕計画が作成されているか。

　○：総会承認の長期修繕計画書あり　（要件に準拠している）
　▲：総会承認の長期修繕計画書あり　（要件に準拠していな）
　×：長期修繕計画書なし　（又は長期修繕計画書はあるが、総会承認されていない）

【消防法】
㋗ 消防用設備等点検

実施状況及び報告書の保管があるか。

【電気事業法】
㋘ 自家用電気工作物定期点検

実施状況及び報告書の保管があるか。

－

－

－

2-1

【水道法】
㋓ 専用水道定期水質検査

－

【水道法】
㋕ 貯水槽の清掃（水道法施行規則の基づく）

実施状況及び報告書の保管があるか。

【浄化槽法】
㋖ 浄化槽の保守点検、清掃、定期検査

実施状況及び報告書の保管があるか。

－

実施状況及び報告書の保管があるか。

実施状況及び報告書の保管があるか。

【水道法】
㋔ 簡易専用水道管理状況検査

実施状況及び報告書の保管があるか。

－

－

【建築基準法】
㋑ 建築設備定期検査

実施状況及び報告書の保管があるか。

【建築基準法】
㋐ 特定建築物定期調査

実施状況及び報告書の保管があるか。

【建築基準法】
㋒ 昇降機（エレベーター）定期検査

－

1-5 管理規約への規定の有無 管理計画認定基準項目に掲げられている内容が管理規約に規定されているか。

1-6 規約改正状況

標準管理規約に準拠して、主要な改正項目が規定されているか。

　◎：すべて規定されている
　○：５～７項目規定されている
　▲：１～４項目規定されている
　×：すべて規定されていない

　□ 暴力団等の排除規定（第19条の2、第36条の2）　※いずれかが欠けている場合は「×」
　□ 専有部分の設備のうち共用部分と構造上一体となった部分の管理を管理組合が行うことができる定め（第21条）
　□ 災害時の管理組合の意思決定（第21条（敷地・共用部分等の管理）、第54条（理事会議決事項））　※いずれかが欠けている場合は「×」
　□ 開口部等の改良工事は、管理組合が速やかに実施できない場合区分所有者の責任と負担で実施できる（第22条）
　□ 修繕積立金に関する定め（第25条）、修繕積立金の区分経理とする定め（第28条）　※いずれかが欠けている場合は「×」
　□ 役員の欠格条件（第36条の2）及び利益相反取引の禁止規定（第37条の2）　※いずれかが欠けている場合は「×」
　□ 監事の権限の明確化の定め（第41条）
　□ 管理費等の滞納に対する措置の定め（第60条）

1-3 総会議事録 直近５年分の総会議事録が保管されているか。 －

1-1 管理者等の設置 管理者等及び監事が選任されているか。

1-2 集会（総会）の開催 年１回以上開催されているか。

－

－

等級評価項目一覧表


